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※おことわり…金額は１千万円未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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Point
平成 28 年度

予算

※（ ）内の金額は、平成 27 年度当初予算比

一般会計予算の概要

一般会計予算は 約２８１億円

実
質
交
付
税
は

　
４
億
円
の
減

子
育
て
支
援
を

　
大
幅
に
拡
充
！

市民一人あたりの予算
（前年度　５１４，７１３円）

５８,６２７円

○高齢者や児童の福祉などに １６３,０５１円

○道路・河川などの整備に
４３,４２８円○学校・図書館・公民館などに

７９,５５２円○ごみ処理や病気の予防に

６７,１１５円○借金返済に
７３,８４０円○行政運営費に

５５４,３３３ 円一般会計

　８,０９３円○商工・観光振興などに

３１,３８６円○農林水産業振興などに
○消防・救急活動などに １８,１６１円

○議会の運営に 　３,５５３円
○その他 ８,６８６円

平成 28 年３月末現在の人
口（５０, ６５９人）で計算

○民生費…福祉や医療のための経費
○衛生費…健康や環境のための経費
○総務費…市政運営のための経費
○公債費…借金返済に要する経費
○土木費…道路、河川、市営住宅などの経費
○教育費…学校や生涯学習のための経費
○農林水産業費…農林水産業振興のための経費
○消防費…安全・安心なくらしのための経費
○商工費…商工や観光振興のための経費
○議会費…議会の運営のための経費

○市税…市が徴収するお金
○地方交付税…全国どの市町村でも一定の行政サービスを提供

できるよう国が地方公共団体に交付するお金
○市債…市の借金
○国庫支出金…国からの補助金等
○県支出金…県からの補助金等
○自主財源…市税、利用料、負担金など市が徴収できる
　　　　　　お金（80.9 億円）
○依存財源…補助金や交付金など国や県などに依存する
　　　　　　お金（199.9 億円）

民生費

市税

地方交付税
公債費

総務費

土木費

教育費国庫支出金

県支出金

衛生費

農林水産業費

消防費

その他商工費 議会費

82.6 億円
（＋ 6.9 億円）

（▲ 0.5 億円）

（＋ 4.1 億円）

（＋ 7.8 億円）

（▲ 3.6 億円）

（0 億円）

（+0.4 億円）

（＋ 2.5 億円）

（＋ 4.6 億円）

（＋ 2.7 億円）

（＋ 0.4 億円）

（▲ 0.1 億円）

（▲ 2.3 億円）（▲ 0.2 億円）

（＋ 1.8 億円）

56.1 億円

 105 億円
34.0 億円

36.9 億円

29.7 億円

22.0 億円
29.2 億円

22.0 億円

市債
29.3 億円

その他
（地方消費税交付金、地方譲与税など）

その他の
自主財源

（使用料、繰入金など）
24.8 億円

40.3 億円

15.9 億円

9.2 億円

4.4 億円4.1 億円 1.8 億円

（＋ 4.6 億円）

（対前年度当初予算比　＋ 16 億 5,200 万円）
一般会計 ２８０ 億  8,200 万円
福祉や教育、産業振興など、市の基本的な会計

（対前年度当初予算比　＋４億 750 万円）
特別会計 １６３ 億  1,980 万円
国民健康保険、介護保険など一般会計と区別が必要な会計

（対前年度当初予算比　＋２億 9,098 万円）
事業会計 ８２  億  2,855 万円
水道、病院など料金収入で運営している事業の会計

　平成 28年度当初予算が３月議会で可決され、決定しました。
　一般会計予算の総額は２８０億８，２００万円で、前年度当初
予算と比べて１６億５，２００万円の増となりました。
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３
子
以
降
の
保
育
料
を
完
全
無

料
化
、
第
２
子
は
半
額

●
中
学
生
ま
で
の
入
院
、
通
院
に
係

る
医
療
費
の
無
料
化

●
朽
木
小
入
谷
の
カ
キ
ツ
バ
タ
再
生

の
た
め
獣
害
柵
、
散
策
道
を
整
備

●
ワ
ー
ル
ド
ラ
ン
、
ト
レ
イ
ル
ラ
ン

ニ
ン
グ
大
会
開
催

●
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
購
入
補
助

●
保
育
園
バ
ス
購
入

　
昨
年
、策
定
し
た
「
高
島
市
ま
ち・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
に

定
め
ら
れ
た
基
本
目
標
や
政
策
の
基

本
方
針
に
基
づ
き
、
施
策
を
展
開
し

ま
す
。
平
成
27
年
度
３
月
補
正
予
算

に
計
上
し
た
事
業
と
一
体
で
切
れ
目

の
な
い
予
算
と
し
、
地
方
創
生
の
加

速
化
の
た
め
の
施
策
に
取
り
組
む
予

定
で
す
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財政課　 （25）8111

特別会計・事業会計の内訳

特
別
会
計

区　分 当初予算 前年度比較
　国民健康保険特別会計（事業勘定） ７１億５, ４００万円 ＋７，１９０万円
　国民健康保険特別会計（直診勘定） 　　　８, ８６０万円 ＋７２０万円
　後期高齢者医療事業特別会計 　５億５, ３９０万円 ▲７３０万円
　農林業集落排水事業特別会計 　５億４，４５０万円 ▲８，７５０万円
　下水道事業特別会計 ２５億９，０３０万円 ＋７，５９０万円
　熱供給事業特別会計 ８７０万円 ＋４０万円
　介護保険事業特別会計 ５２億８, ５２０万円 ＋３億３，５２０万円
　訪問介護ステーション事業特別会計 ９，４６０万円 ▲１，１７０万円

事
業
会
計

区　分 当初予算 前年度比較
　水道事業会計 １９億６, ２８７万円 ＋２億１，３８８万円
　病院事業会計 ５５億２７万円 ▲１億４, ５０６万円
　介護老人保健施設事業会計 　７億６, ５４０万円 ＋２億２，２１５万円

Point

（＋ 1.7 億円）14.4 億円
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国民健康保険、介護保険など一般会計と区別が必要な会計国民健康保険、介護保険など一般会計と区別が必要な会計国民健康保険、介護保険など一般会計と区別が必要な会計

　平成 28年度当初予算が３月議会で可決され、決定しました。
　一般会計予算の総額は２８０億８，２００万円で、前年度当初
予算と比べて１６億５，２００万円の増となりました。
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２

５つの 高島未来政策

１

　社会的、経済的に弱い立場にある障がい者や
高齢者等の医療費を助成し、保健の向上と福祉
の増進を図ります。また、中学生までの子ども
の医療費の助成を行います。

（　　　　福祉医療事業）

　地域特性を活かした特産品の定着を図るた
め、地場産野菜の学校給食への供給拡大や野菜
の周年栽培のためのパイプハウス等の補助整備
を行います。また、生産農家が新たに作付を行
う場合に生産３か年計画や作付面積などに応じ
て支援を行います。

（　　　　たかしま野菜生産拡大事業）

　畜産クラスター計画に定められた中心的な経
営体（畜産農家、飼料生産受託組織等）の収益
性向上、畜産環境問題への対応に必要な施設整
備等を支援します。

（　　　　畜産競争力強化対策整備事業）

　獣害等により荒廃した針畑地域のカキツバタ
群生地を再生し、観光の名所として復活させる
ため、獣害柵を設置するほか、駐車場や散策道
を整備します。

（　　　　小入谷カキツバタ再生事業）

障がい者や高齢者、
中学生までの子ども
の医療費を助成

生活困窮者を包括的、
継続的に相談支援

たかしま野菜の生産
拡大を支援

畜産環境に必要な
施設整備等を支援

小入谷のカキツバタ再生
に向け獣害柵等を整備

３億 9,432 万円

700 万円

主な事業をご紹介します。

介護施設整備費や、
開設準備経費を補助

2,630 万円

1,300 万円

　生活困窮者が生活保護に至る前に、困窮状態
からの早期脱却を支援します。包括的かつ継続
的な相談支援を行うとともに、自立相談支援体
制を整えます。また、貧困の連鎖を解消すべく、
子どもの学習支援事業や就労に結びつかない方
への就労準備支援を新たに実施します。

（　　　　生活困窮者自立支援事業）

　介護が必要な高齢者が、住み慣れた地域でで
きる限り生活できるよう、施設整備に対して助
成します。また円滑に施設を開設するため、開
設準備経費を助成します。

（　　　　地域介護・福祉空間整備事業）

医療・福祉・介護

産業・観光振興

1 億 1,277 万円

２億 511 万円

３

４

５

　平成 29 年度から 10 年間を計画期間とす
る「第２次高島市総合計画」を策定します。
策定審議会や市民ワークショップなどを通し
て、市民の皆さんのご意見を反映した計画を
作り、持続可能な高島市の実現を目指します。

（　　　　総合計画策定事業）

　妊娠・出産期を安全に迎えることができるよう、
妊婦健康診査にかかる費用を全額助成します。

（　　　　妊婦健診事業）

　地域の課題に、集落等と共に取り組んでいく人
材として地域おこし協力隊を昨年に引き続き設置
し、地域の活性化と地域課題の解決につながる活
動を推進します。

（　　　　地域おこし協力隊設置事業）

皆さんの意見を反映し
第２次総合計画策定

妊婦健診費用を
全額助成

地域おこし協力隊を
引き続き設置 723 万円

　市役所各支所については、老朽化が進み、バリ
アフリー対応も十分ではありません。利用者の安
全確保や利便性の向上、災害時の地区本部機能の
確保のため、順次改修を進めます。

（　　　　支所庁舎整備事業）

順次、支所を改修し、
安全を確保

3,019 万円

防災・環境

教育・文化・スポーツ、子育て支援・女性

一体感のあるまちづくり

　市内の空き家等に関する実態調査を行い、空
き家等対策計画の策定を行います。

（　　　　空き家対策事業）

　高島浄化センター内に、生し尿、浄化槽汚泥
処理を行う前処理施設の整備工事を実施します。

（　　　　汚泥処理施設共同整備事業）

空き家の実態調査
を実施

高島浄化センターに
汚泥処理施設を整備

1,006 万円

2 億 8,642 万円

6 億 7,367 万円

　授業終了後の遊び場や生活の場を提供してい
る学童保育所の運営団体に補助を行います。今
年度は、２か所増設することにより、学童保育
所の質の向上と環境の改善を図ります。

（　　　　放課後児童健全育成事業）

学童保育所を支援
２か所増設 1 億 80 万円

　子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、公立・私立の保育園・幼稚園の
運営に必要な経費を計上しています。また、市独自で所得制限を撤廃し、第
３子以降の完全無料化および第２子を半額にします。（P19 に関連記事）

（　　　　保育園・幼稚園運営事業）

保育料、第２子半額、第３子以降無料 11 億 2,217 万円

128 万円


